平成２５年度第１回大阪府立学校結核対策審議会
日　　時：平成２５年６月２４日（月） １４：００～１６：００
場　　所：府新別館北館１階　会議室兼防災活動スペース２
出席状況：６名（西上会長、高鳥毛委員、荘田委員、武本委員、大平委員、篠矢委員）
事務局　　大阪府教育委員会教育振興室保健体育課長　真野
主任指導主事　溝端
指導主事　本田
１　開会

２　挨拶　　　大阪府教育委員会教育振興室保健体育課長
・事務局から、昨年度の審議会議事録概要が、委員の確認を得ず公開となったことについて説明。
[意見、質疑応答等]　　○委員　　◆事務局
３　協議議事　　　　　　
（１）平成２５年度「大阪府立学校結核対策審議会」会長の選出について
・会規則第四条に基づき、会長を選出。
・会規則第四条の３項に基づき、会長から職務代理を指名。
４　報告事項
（１）平成２５年度府立支援学校における要精密検査検討者および精密検査受検者について
　　・府立支援学校の小学部1380名、中学部1535名の合計2915名に対し、問診調査、学校医による診察を実施した結果、結核対策審議会要検討者は0名。
　・府立支援学校小学部の児童１名については、平成２３年度「結核高まん延国」において６ヶ月以上の居住歴があり、平成２４年度の審議対象となるべきであった。今年度、学校から本課に報告があった時点で、精密検査を早急に受検するよう指導済である。
○　府立支援学校小学部の児童について詳細を教えてほしい。
◆　両親ともが外国籍であり、通訳を介して連絡をとっているが、昨年度に問診票の
提出が徹底できていなかった。
○「結核高まん延国の居住歴」については問診においても重要項目であり、今後、指
導の徹底が必要である。
◆　学校における結核対策については、学校保健関係者への研修等で行っているが、
今後さらに指導を徹底していく。
（２）平成２５年度府内公立学校での結核発生の現状について　　
・「府立学校での発生状況」について事務局から説明。
・市町村立学校児童生徒及び教職員については発生なし。
　　
　　○　過去、定期健康診断で見つかることは非常に少ない。今回の結核発生は、問診票
の段階かX線撮影で判明したのか教えてほしい。
◆　４月当初のX線撮影で判明している。
○　問診や内科検診前のX線撮影で判明したのか。
◆　学校によって内科検診の日程は様々であり、今回の生徒は、内科検診よりもX線撮影の日程が先であった
○　学校保健安全法にて６月３０日までに定期健康診断を実施すべき中、X線撮影と内
　科検診の日程の前後関係から内科検診や、X線撮影を実施しない小中学生に対し問診
　票をおざなりにしている実態があれば非常に問題である。
○　小中学生の結核検診については、ツべルクリン反応の実施とその後の精密検査やBCGをなくすために問診票がとり入れられているため、問診票の徹底は重要である。高校生１年生については、X線撮影を中心として感染の有無や健康管理上課題の有る生徒をみていくことが趣旨である。過去の経緯から、府立学校については、学校が始まる前の春期休業中にできるだけ検診を実施する形となるよう、教育委員会と検診機関が話し合ってこのような形式にしている。
　　○　学校保健安全法にて、６月３０日までに健康診断が終了するようにとあるのは、
　　　体育などにおける突然死をスクリーニングアウトするものためであり、各校の現状
　　　は様々ではあるが６月３０日までに健康診断が終了するように、また結核が発生し
　　　た時点で学校と校医が十分連携した上で、教育委員会へ連絡するなど体制整備が必
　　　要である。
　　○　健康診断は６月３０日までに終了しているが、過去は精密検査の実施が一部の検
査機関で７月となっていた。結核については、現在は早期に診断するなど対応して
いる。
　　○　６月中に終了しているが、検診機関からの結果が７月を超えることもあった。
○　検診機関の医師が１ヶ月後にフォローアップという判断をした場合など、結論が持ち越しになる。そうならないようグレーゾーンの児童生徒も、結核が疑わしい場合は、菌の検査結果がでなくてもレントゲンだけで判断するなど早期に対応するよう検診機関にも働きかけ、今のような早期診断の形となった。
　　○　高校生で未受検の場合、保護者への働きかけが必要となってくるが、府の結核対
策として、全ての検査を公費負担としているのか、現状を教えてほしい。
　　◆　検診機関での検診にて間接撮影、直接撮影、喀痰検査までは公費負担としている。
ただし、CT検査は自己負担である。
○　結核は、感染症予防法二類に位置付けられており、まん延させてはいけないこと
　から、公費負担の範囲を伝え、二次検査、精密検査をさらに受けるよう、また一次
　で所見のあった生徒が精密検査を受けるまでの期間が伸びない様にしてほしい。
○　集団感染を防ぐために、レントゲン検査等で異常がみつかった場合の現場の体制も整えていく必要がある。
○　学校現場や教育委員会で対応できない自己受診や接触者健診などについては、患
者自身や保健所との連携がなければ、十分に対応していくことができない。保健所
と学校、教育委員会との連携を密にしてこの部分についても対応していく必要があ
る。
○　家族内で結核を発症した場合などの接触者健診について、学校も把握するなど学
校と府内１３保健所が連携・連絡をとっていくことが非常に重要であり、府教育委
員会としてもこのような体制整備をしてほしい。また、保健所との連携について、
府教育委員会から、各市町村教委に伝達していただきたい。
○　結核発生について、保健所が把握している数と、学校から教育委員会への報告数は一致しているのか。昨年度２月の審議会時に、委員から報告について指摘があったがどうか。
◆　報告事項４「平成２４年度公立学校における結核発生の状況」で説明予定である。
（３）平成２４年度府内公立学校における結核検診実施状況について
以下の２点について、事務局から説明
・府立支援学校及び市町村立小中学校における結核検診（小学生約４６万３千人、中学生約２２万９千人）での結核発症の発見は０名。
　　・昨年度、質問があった事項「中学生の精密検査でツベルクリン反応を実施している
　　　理由」について
○　ツベルクリン反応を実施した中学生は、施設入所ということだが要保護生徒なの
か被虐待児なのか。登校拒否や家庭の事情で学校に来ることができない児童生徒に
ついては検診を受けていない場合もあり、年度途中から登校をした場合の対応が気
になった。
◆　そこまでは、確認できていない。
○　ある市のMR（麻しん風しん混合）ワクチン集団的個別接種の対象生徒約２万人に対し約700人に連絡がとれない現実があった。該当の教育委員会には、不登校の児童生徒への対応について注意するよう話をしたが、他の市町村についても府教委から勧奨をしたらいかがか。
◆　昨年の審議会時に、精密検査対象者のうち「結核高まん延国居住歴」のある児童生徒数の評価が必要との指摘を受け、例年実施している市町村立小中学校の結核健康診断実施状況調査において、今年度は新たに「結核高まん延国居住歴」についてアンケート項目を加えて実施し、第２回目の審議会時に報告する予定である。
○　前回、結核健康診断実施状況調査におけるアンケート項目に「QFT（クオンティ
フェロン：BCG接種の影響を受けずに結核感染の有無を検査できる技術の一つ）検
査」と「経過観察についての定義」を入れるとの話しがあったが、いかがか。
　　◆　「QFT」「経過観察の定義」についてもアンケート項目に入れて実施する予定とし
ている。
○　私立学校については、私学大学課の所管であり府教委の対象外であるが、結核検診の実施状況について分かれば教えてほしい。
　　◆　私学については、所管外であり把握していない。
　　○　先程、不登校の児童生徒についての話があったが、入院あるいは外来治療を継続
　　　している等、医療と関係している不登校の児童生徒については、医療機関にて検診
　　　を行なっているので確認ができる。しかし、複数年学校に登校していない児童生徒
　　　で検診を受ける機会のなかった子どもが、再度登校を始める時は、体調の確認も必
　　　要となる。
　　
（４）平成２４年度府内公立学校での結核発生状況について
　　　　府立学校、市町村立学校、教職員の発生状況について事務局から説明
◆　市町村立学校２名の児童生徒については、市町村教育員会から本課への報告が遅れ昨年度２月の審議会時には報告できていなかった。市町村教育委員会には、年度当初の会議や結核健康診断実施状況調査時などに、結核発生時には速やかに本課へ報告するよう伝えている。今後、更に徹底していきたい。
○　大阪市以外からも海外からの流入が増えている市町村は、啓発などが必要である。就労ビザで入国している場合など学校とは直接関係ないが、大阪もこれから国際都市となり海外からの入国者が多増え、大阪市のみの注意といった時代ではなくなる。教職員で発症した件については、企業でも６５歳定年が増えており、６０歳以上の人数が増えている。再任用教諭は、結核健康診断は受けていたのか。
　　◆　受けていた。
　　○　市町村立学校の２名のケースについては、LTBI（潜在性結核感染症）が治療対象
　　　であることが広まり保護者から学校へ連絡が入る場合もあるが、学校だけで把握し
　　　きれていない面もある。LTBIなどの患者について保健所が把握した児童生徒を学校
　　　に報告する制度がないことや個人情報保護の問題、学校へ報告したとしても感染症
　　　を管理する義務は保健所にあるなど整理がされていない。本来、感染症対策は感染
　　　症の人への対応を社会全体で支えるのがルールであり、その主体を社会に作ってお
　　　くことが重要であるが日本の制度は曖昧である。全体の健康管理責任や結核対策の
　　　責任が曖昧な中、海外からの流入出が増えていけば、今迄通りの仕組みで対応でき
　　　るのか疑問に思う。
　　○　結核が感染症予防法の二類に位置付けられ、LTBIについては保健所がフォローア
　　　ップする事になっているが、児童生徒に関しては学校がどこまで知る事ができるの
か、非常に気にかかっている。また、私立学校の検診状況や対策についても知りた
い。
　　○　予備校における子どもの健康管理について非常に懸念している。一人でも結核を
　　　発生した場合、集団感染に広がる可能性があり、何か良い方法がないか。
○　予備校や塾に関しては、非常に気になるところである。ハイリスク者検診などを
実施している中、塾や予備校での実施についても意見は出ており十分認識はしてい
る。
５　その他
平成２５年度結核対策審議会予定
　　事務局から第２回･第３回の日程について、後日再度調整をする。
６　閉会　
